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五條市立中央公民館に係る指定管理者の指定
（アスカ美装株式会社を指定）

原案
可決

 

五條市立図書館に係る指定管理者の指定
（図書館流通センター関西を指定）
五條市立西吉野コミュニティセンターに係る指
定管理者の指定（アスカ美装株式会社を指定）

原案
可決

原案
可決

次代を担う若者世代支援策を求める意見書 欠 原案
可決

指定管理者制度に関する決議 原案
可決欠

専決処分の報告、承認（平成24年度一般会計
補正予算第４号）

五條市指定地域密着型サービスの事業の人員、
設備及び運営に関する基準を定める条例の制定
五條市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営
並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果
的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定

五條市コミュニティバス運行事業に関する条
例の全部改正

五條市障害程度区分認定審査会の委員の定数
等を定める条例等の一部改正

五條市暴力団排除条例の一部改正

五條市企業立地の促進及び雇用の拡大に関す
る条例の一部改正

五條市下水道条例の一部改正

市道路線の変更

五條市賀名生の里歴史民俗資料館に係る指定
管理者の指定

五條市立老人憩の家に係る指定管理者の指定

五條市市民会館に係る指定管理者の指定

五條市阿田峯公園に係る指定管理者の指定

南和協議会規約の変更

平成24年度一般会計補正予算（第５号）

平成24年度簡易水道特別会計補正予算（第１号）

五條市公平委員会委員の選任

五條市議会委員会条例の一部改正

五條市議会会議規則の一部改正

五條市議会議員に対する政務調査費の交付に
関する条例の一部改正

第４６回衆議院議員総選挙に係る予算措置に特に緊急を
要したため専決処分（補正予算額３２，１４８千円）

介護保険法の一部改正に伴い、指定地域密着型サービス
の事業の人員、設備及び運営に関する基準を条例に規定
介護保険法の一部改正に伴い、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人
員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防の
ための効果的な支援の方法に関する基準を条例に規定

コミュニティバス事業とデマンド型乗合タクシー事業を市の実
施事業に一本化し、デマンド型コミュニティバス事業を追加

障害者自立支援法等の一部改正に伴う所要の改正

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の一部
を改正する法律の施行に伴う所要の改正

企業誘致を促進し、地域経済の活性化及び雇用機会の拡
大につなげる。

下水道法の一部改正に伴い、公共下水道の構造の技術上
の基準等を条例に規定

大沢５号線を始め、市道１０路線の起点及び終点の変更

平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までの期間
指定管理者として、和田自治会を指定

平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までの期間
指定管理者として、特定非営利活動法人大和社中を指定

平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までの期間
指定管理者として、桜井誠文堂を指定

平成２５年４月１日から平成２８年３月３１日までの期間
指定管理者として、まちづくり改革推進＆RealStyleグループを指定

障害者自立支援法等の一部改正に伴う所要の改正

道路橋梁災害復旧費等の追加並びに地方債の補正
（補正予算額１４１，４０８千円）

簡易水道施設災害復旧工事費等の追加並びに地方債の補正
（補正予算額２４，４３８千円）

間林耕司氏（本町１丁目）を選任
（任期：選任の日から平成２５年６月３０日まで）

地方自治法の一部改正に伴い、委員の在任期間等に関す
る事項を条例に委任

地方自治法の一部改正に伴い、本会議において公聴会を開き、
必要があると認めるとき参考人の意見を聴くことができる。

地方自治法の一部改正に伴い、政務調査費の名称、交付
目的等が改められた。
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　世界銀行が今年（２０１２年）１０月に発表した世界開発報告に
よると、欧州債務危機などによる世界の失業者約２億人のうち４割
は２５歳未満の若者です。
　一方、国内においても完全失業率を年齢階級別にみると、２０１
１年では１５歳から２４歳が８．２パーセント（総務省統計局労働
調査）と最も高く、２０年前と比べると２倍近い結果となっており、
若者にとっては依然として厳しい雇用環境が続いています。
　若者世代が安定した職を得られなければ家庭を築くこともできず、
未婚化による更なる少子化から、将来的に社会保障制度を支える人
が少なくなることも懸念されます。
　若者世代が経済的に自立できるかどうかは、将来の国の発展に直
結する問題です。
　国内の労働市場は高齢化による縮小が予想され、主に大企業では、
新規採用を抑える一方で、グローバル化の対応から人材を海外に求
める傾向を鮮明にしています。
　もはや、若者の雇用不安は個人の努力で乗り越えるというより、
就業における構造的問題に陥っています。
　また、非正規雇用の拡大で若者世代の経済基盤が弱くなっている
ことから、まずは「非正規」でも一定の生活ができるよう正規・非
正規の処遇格差の解消を図ることや、成長産業を中心とする雇用創
出が急務です。
　次代を担う若者世代が社会で活躍できる人材となっていくかどう
かは、厳しい雇用環境の改善のみならずワーク・ライフ・バランス
（仕事と生活の調和）の実現に向けた抜本的改革に掛かっていると
いっても過言ではありません。
　よって政府におかれては、これらの諸課題を総合的に取り組む「若
者雇用担当大臣」を設置し、国家戦略として幅広い「若者世代支援
策」を実施することを下記のとおり強く求めます。

記
１　環境や医療・介護・農業・観光といった新成長産業分野を始め、
　産業全体における雇用創出策を集中的に行うこと。
２　非正規労働者から正規になりにくい状況から、正規・非正規の
　処遇格差の解消を進め、厚生年金や健康保険問題も含め、非正規
　でも一定の生活ができるような仕組みを構築すること。
３　「ワーク・ライフ・バランス」が社会で確立されるよう関連す
　る法整備や、仕事、家庭、育児を持続可能とする環境づくりを強
　力に推進すること。
４　上記問題を総合的に取り組む「若者雇用担当大臣」を設置し、
　若年雇用対策を中心とした国家戦略として具体的に推進すること。
　　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
　　　平成２４年１２月１８日　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　                                                                 五 條 市 議 会

次代を担う若者世代支援策を求める意見書

　指定管理者制度は、民間事業者等が有する
ノウハウを有効に活用することで、住民サー
ビスの向上を図り、施設の設置目的を効果的
に達成するところにあり、指定管理者候補者
の選定では、それぞれの指定管理施設ごとの
指定管理者選定委員会において、公平・公正
な審査に基づき、指定管理者候補者を選定さ
れている。
　平成２４年４月に新たに策定された新指定
管理者制度に関する基本方針は、従来の管理
方針を見直し、指定管理者制度における行政
手続の明確化とその透明性を図ることを目的
として位置付けられたが、募集及び選定に関
する手続における指定管理料の精算、同種で
ある施設の取扱い、一定の評価に達した新規
団体の加点制度などの点においては、再考の
余地を残しているのではないかと考えるとこ
ろである。
　よって、本制度を真に積極的な行財政改革
の手段として活用するためにも、新指定管理
者制度に関する基本方針の再検討を求めるも
のである。
　以上、決議する。
　平成２４年１２月１８日　　　　 　
                                                     五條市議会

7 表決結果と議決結果 6一般質問・意見書・決議

指定管理者制度に関する決議
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